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愛媛県中期財政見通し（令和６年10月試算）

【推計の前提条件】

○本財政見通しは、現時点で把握できている状況を基に試算

したものであり、経済情勢や国の財政運営の動向等により

大幅に変わりうる

○６年度９月現計予算をベースとして、７年度地方財政収支

の仮試算や内閣府中長期試算により一定の条件を仮定し、

伸び率を乗ずるなどして機械的に試算

【歳 入】

○県税

個人県民税や法人事業税等は地方財政収支の仮試算の

地方税伸び率や内閣府中長期試算の名目ＧＤＰ成長率等

により試算

○地方交付税

７年度地方財政収支の仮試算及び税収見込み額等を

基に試算

○県債・国庫支出金等

事業量の増減に連動

【歳 出】

○人件費

少子化等に伴う教職員数の変動及び定年延長に伴う

退職者数の変動を見込む

○公債費

償還計画を基に試算

○投資的経費

県庁第二別館など県有施設整備等の大規模事業は

個別に増減を見込む

その他事業は同額推移

○社会保障関係経費（扶助費含む）

現在把握できる制度改正及び人口減少を見込む

○その他経費

中小企業振興資金貸付金の減などを見込む

【歳出の状況】

○人件費

職員給は少子化等に伴う教職員の減により減少傾向

退職手当は、定年延長による退職者数の減により、

７年度と９年度に大幅な減少

○公債費

H20年度をピークに減少傾向にあったが、

西日本豪雨関連の償還増加により高止まり

○投資的経費

７年度以降は県有施設整備等の大規模事業の計画や

災害復旧事業の進度を踏まえて増減

○社会保障関係経費（扶助費含む）

高齢化の進行などにより増加

【まとめ】７～９年度の３か年で

３８８億円の財源不足

今後、

○県税収入や地方交付税の動向が不透明な中、

○防災・減災対策や人口減少対策、地域経済活性化を

推進していく必要がある

⇒引き続き、財源不足が発生しており、

歳入歳出にわたる財源対策が必要

【歳入の状況】

○県税

７年度地方財政収支の仮試算や内閣府中長期試算の

名目GDP成長率との連動などにより増加を見込む

○地方交付税、臨時財政対策債

７年度は給与改定等による財政需要の伸びに伴う増加を見込む

８年度以降は、県税収の増などにより減少基調

○国庫支出金

投資的経費（補助事業）等に連動して推移

国が進める経済・財政一体改革により削減される懸念

景気が減速した場合⇒県税収入の減少

（単位：億円、％）

年　度

区　分 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率

１.県税等 2,649 101.5 2,666 100.6 2,774 104.1 2,879 103.8 2,935 101.9

県税 1,717 102.6 1,692 98.5 1,767 104.4 1,836 103.9 1,872 102.0

652 99.4 697 106.9 721 103.4 735 101.9 742 101.0

地方譲与税 280 100.4 277 98.9 286 103.2 308 107.7 321 104.2

２.地方交付税等 1,876 98.3 1,744 93.0 1,793 102.8 1,750 97.6 1,725 98.6

地方交付税 1,853 100.1 1,734 93.6 1,773 102.2 1,731 97.6 1,706 98.6

臨時財政対策債 23 40.4 10 43.5 20 200.0 19 95.0 19 100.0

３.県債 495 106.2 424 85.7 547 129.0 534 97.6 534 100.0

４.国庫支出金 1,096 75.4 831 75.8 928 111.7 904 97.4 895 99.0

５.その他 1,724 155.6 1,681 97.5 1,506 89.6 1,392 92.4 1,252 89.9

7,840 103.9 7,346 93.7 7,548 102.7 7,459 98.8 7,341 98.4

１.義務的経費 2,629 96.2 2,834 107.8 2,804 98.9 2,877 102.6 2,802 97.4

人件費 1,520 93.7 1,689 111.1 1,641 97.2 1,703 103.8 1,615 94.8

うち退職手当 79 46.2 159 201.3 81 50.9 154 190.1 85 55.2

扶助費 319 104.2 352 110.3 359 102.0 369 102.8 378 102.4

公債費 790 98.0 793 100.4 804 101.4 805 100.1 809 100.5

２.投資的経費 1,236 108.1 1,090 88.2 1,363 125.0 1,291 94.7 1,256 97.3

補助事業 831 108.9 639 76.9 881 137.9 856 97.2 839 98.0

直轄事業負担金 120 110.1 82 68.3 100 122.0 101 101.0 101 100.0

単独事業 247 114.4 290 117.4 304 104.8 255 83.9 237 92.9

災害復旧事業 38 69.1 79 207.9 78 98.7 79 101.3 79 100.0

３.その他 3,923 108.7 3,573 91.1 3,532 98.9 3,430 97.1 3,381 98.6

673 101.1 707 105.1 730 103.3 737 101.0 745 101.1

税関係交付金 797 100.9 824 103.4 859 104.2 878 102.2 888 101.1

その他経費 2,453 113.9 2,042 83.2 1,943 95.2 1,815 93.4 1,748 96.3

7,788 96.0 7,497 96.3 7,699 102.7 7,598 98.7 7,439 97.9
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